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3I-(1) MUFGのサステナビリティへの取組み

 サステナビリティへの取組みは、ビジネス機会・リスクへの対応と分かり易い開示がポイント
 TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）、PRB（責任銀行原則）の枠組みを活用し、
ステークホルダーの意見も聞きながら、社会の要請に応えていく

TCFDの枠組 責任銀行原則の枠組

 ステークホルダーコミュニケーション  ステークホルダーとの
積極的な協力

正のインパクト
増進目標・KPI設定

負のインパクト
削減目標・KPI設定

透明性と説明責任
第三者保証

MUFGの取り組み

［社会課題＝収益チャンス］
 ビジネス・本業として取り組み
優先環境・社会課題の設定

［ディスクロージャー］
他行動向・ESG評価も参考に

［社会課題＝リスク］
 ビジネスリスクとしてマネジメント
環境・社会ポリシーフレームワーク

気候変動に伴う機会
 ビジネスチャンスの認識

気候変動に伴うリスク
移行リスク・物理的リスク
 シナリオ分析

財務情報開示

 ステークホルダーの声の反
映



4I-(1) MUFGのサステナビリティ推進体制

 MUFGは持続可能な環境・社会の実現とグループの持続的成長に向け、2019年度にサステナビリ
ティ推進体制を強化、旧CSR委員会をサステナビリティ委員会に発展

 同委員会は原則年1 回以上開催し、サステナビリティへの取り組み状況の確認、経営計画との一
体強化などの審議内容を取締役会および経営会議に付議・報告

 同2019年度には2 名の社外アドバイザーを招聘、取締役会メンバーと意見交換を行い、専門的
知見からの助言・提言をMUFGのサステナビリティへの取り組みに活用

（出所）MUFGサステナビリティレポート2020

三菱UFJフィナンシャル・グループ

グループ各社

取締役会

経営会議

社外アドバイザー

サステナビリティ委員会等

サステナビリティ企画室
サステナビリティに関する取り組みの企画

サステナブルビジネス室
グループ横断でサステナブルビジネスを推進

サステナビリティ担当部署

サステナビリティ委員会
委員長：チーフ・サステナビリティ・オフィサー（CSuO）
メンバー：グループCEO、CSO、CFO、CRO、事業本部長、

グルーブ各社担当役員 等
目的： 持続可能な環境・社会の実現とMUFGの持続的

成長のための、環境・社会課題解決への取り組み
について審議すること

助言

監督

執行



5I-(1) MUFGのサステナビリティへの取組み事例①

資金使途（グリーン・ソーシャル分野の適格プロジェクト）

MUFG
三菱UFJ銀行

投資家

融資

サステナビリティボンド発行代わり金

サステナビリティボンドストラクチャー 投資家から寄せられた声

 2020年9月に世界初となるリテール向けコロナ対応型サステナビリティボンドをMUFGが発行
 1,500億円の国内円貨建公募債として発行し、昨今のリテール層のESGへの関心の高さに加え、
日経新聞記事化による注目度の高まりを背景に、投資家の需要を獲得

 発行代わり金は、三菱UFJ銀行を通じて、コロナ対応関連を含む持続可能な環境・社会の実現に
資するプロジェクトへの融資に充当

世界初のリテール向けサステナビリティボンド

グリーンビルディング
J-REITが保有する
グリーン適格不動産

再生可能エネルギー
再生可能エネルギー
（太陽熱・太陽光・
風力発電等）PJ

ヘルスケア
国内外病院・感
染症対策医療
施設、医療機器
製造・製薬企業
等
教育
公立学校

雇用創出/維持
災害復興・復旧、
感染症の影響を
受けた中小企
業・個人事業主
等
手頃な住宅
英国政府公認の
公共住宅供給
業者

項目 内容

MUFGのESGへの
取組み全般に関して

 MUFGの取り組みはポジティブに見ている。但
し、認知度（世間への浸透）はこれから

今回のサステナビリテ
ィボンド発行に関して

 使用目的を明確にした調達は分かり易くてよ
い

コロナ関連融資を資
金使途の一部として
いることに関して

 MUFGが率先して、今一番身近な問題である
コロナ対応関連をはじめとした社会貢献に力を
入れることは素晴らしいこと

 時流にマッチしており、検討し易い
 機関投資家向けにもコロナ債発行して欲しい
 社会的に問題になっているコロナ関連融資に
対応することに関して大いに関心あり。調達資
金を有意義に活用して欲しい

グリーン分野、ソーシ
ャル分野といった資
金使途に関して

 今後も重要なテーマでありグリーン分野、ソー
シャル分野を資金使途とすることは大切

 グリーン分野、ソーシャル分野とも今後非常に
重要なテーマと考えており共感できる

（出所）公表資料より弊行作成 （出所）三菱UFJモルガン・スタンレー証券作成資料より一部抜粋



6I-(1) MUFGのサステナビリティへの取組み事例②

 MUFGは、前事業年度におけるグループ業務純益の0.5%相当額を社会貢献活動（寄付等）に
拠出する枠組みを新たに構築、金融サービスによる貢献が難しい領域や社会にとって真に必要な
領域に対して、より機動的で柔軟な支援が可能な枠組み

 新型コロナウイルス感染症の拡大に対して、企業としての社会的責任を果たすべく、2020年4～9
月間に医療支援（日本赤十字社への寄付等、総額10億円）、学生支援（総額16億円）、
芸術支援（総額3億円）、MUFGメディカルファンド設立等、様々な取組みを展開

 グループ各社が2019年度に実施した社会貢献活動関連拠出と本枠組みを合わせると、2019年
度グループ業務純益の1%程度に到達

新たな社会貢献活動の枠組みの構築

（出所）MUFGサステナビリティレポート2020

MUFGの社会貢献活動費：52.3億円（2019年度）
社会貢献活動費用（国内外含む）の推移（億円）

技術育成
39.2%

教育・研究
23.2%

文化
14.6%

スポーツ
9.2%

地域
3.4%

環境
2.7%

災害
1.7% その他

5.9%

国内活動費用総額1

26.6億円
（2019年度）

2019
年度

2018
年度

2017
年度

0 10 20 30 40 50 60

MUFG 銀行 信託銀行 証券HD ニコス アコム

（注）1. 信託銀行の取り組みについては海外の活動も含みます



7I-(1) MUFGのサステナビリティへの取組み事例③

（出所）各種公表資料より弊行作成

 MUFGは、アジアをマザーマーケットの1つとして捉え、出資先である各パートナーバンクを通じて
ASEANにおけるネットワークを構築し、ビジネスプラットフォームを拡大中

 パートナーバンクの1つであるKrungsriは、2020年8月に、タイ初となるサステナビリティ国債の発行に
主幹事として関与する等、アジアにおけるESGファイナンスを積極的に推進

発行体 タイ国

発行時期 2020年8月

発行金額 300億バーツ（約10億米ドル相当）

調達資金
の使途

① 新型コロナウイルス感染拡大対策
② 低炭素な公共交通機関整備

特徴

タイ国にとって初となる、グリーンボンド原則、
ソーシャルボンド原則、ASEANサステナビリティ
ボンド基準に準拠した発行
上記①②の通り、資金使途をソーシャル・グ
リーンに分けた2トランシェ形態

MUFG海外パートナーバンクにおける事例

パートナーバンクとのネットワーク

VietinBank
1988年設立、ベトナム
国内第2位の資産規模

を有する
国有の商業銀行

Krungsri
1945年設立、タイ国内
第5位の資産規模を有する

商業銀行

Security Bank
1951年設立、フィリピン
民間第5位の資産規模

を有する
地場上場商業銀行

Bank Danamon
1956年設立、インドネシア
共和国第5位（収益・
時価総額ベース）の

商業銀行



8I-(2) ビジネス機会への対応
サステナブルファイナンス目標の新設

 再生可能エネルギー分野においてプロジェクトファイナンスを中心に世界トップレベルを維持
 2019年5月にサステナブルファイナンス目標を新設し公表。2030年度までに累計20兆円の実行を
目指す

融資､ファンド出資、プロジェクトファイナンス、シンジケートローンの組成、株式・債券の引受、ファイナンシャルアドバイザリー

対象範囲

対象事業
①環境分野
 再生可能エネルギー、エネルギー効率改善、グリーンビルディング
などの気候変動の適応・緩和に資する事業
 再生可能エネルギー事業向け融資・プロジェクトファイナンスの
組成

 グリーンボンドの引受・販売 等

②社会分野
 スタートアップ企業の育成、雇用の創出、および貧困の改善に資する事業
 地域活性化、地方創生に資する事業
 公共交通／水道設備／空港などの基本的なインフラ設備、
および病院／学校／警察などの必要不可欠なサービス事業
 新産業成長サポートプログラム
 MUFG 地方創生ファンド
 ソーシャルボンドの引受・販売

環境

社会
その他

集計

再生可能エネルギー事業向け融資・プロファイの組成 等

グリーンボンドの引受

その他

社会インフラ設備・地域活性化等に資する融資 等

環境・社会に跨る分野

8.0

12.0

20.0

30年度目標(兆円) 19年度

2.2

0.9
0.6

3.7

20年度上期

0.6

0.8
0.4

1.8

累計

2.8

1.7
1.0

5.5

進捗率
27％



9

 過去のサステナビリティ関連の取組みの中で蓄積された知見と経験を集約し、お客さまのビジネスの
持続的な成長を後押しするため、2019年8月に専門組織を設立

I-(2) ビジネス機会への対応
サステナブルビジネス専門部署の設立

サステナブルビジネス室（SBO）の設立目的
 お客さまのビジネスにおける環境・社会課題への対応
を積極的に支援し、持続的な成長を後押し

 MUFGのポータル・ハブ組織として、サステナブル領域に
関する情報の集約化を図ると共に、MUFG一体と
なったお客さまのビジネスの支援を目指す

サステナブルビジネス室の構成
 「ビジネス推進」と「環境社会リスク管理」、2つのライン
で構成され、お客さまのビジネスを攻めと守りの両面
からサポート

新たなビジネスの創出お客さまの成長・発展

環境・社会への貢献

企業を取り巻く環境・社会課題

お客さま

持続的な成長を支援
（情報提供・機能提供）

サステナブル
ビジネス室

MUFG

リスクアプローチ／機会アプローチ

サステナブルビジネス室

ビジネス推進ライン

環境・エネルギー
（太陽光、水力、バイオマス、地熱、次世代エネルギー）

ESGファイナンス

GCF（Green Climate Fund）関連投資

スマートシティ、蓄電池、送配電等
新領域（水素関連、カーボンリサイクル等）

主
な
テ
ー
マ

環境社会リスク管理ライン
赤道原則に基づくレビュー

MUFG環境・社会ポリシーフレームワークへの対応

MUFGグリーンボンド起債サポート

国際金融団体サステナブルファイナンスWG対応
MUFG評判リスク対応

主
な
テ
ー
マ



10I-(2) ビジネス機会への対応
サステナブルビジネス室の役割

＜外部ネットワーク＞ ＜MUFGグループ＞

お客さま

三菱UFJモルガンスタンレー証券

エムエスティ保険サービス

三菱UFJリース

三菱UFJリサーチ&コンサルティング

三菱UFJ信託銀行

三菱UFJキャピタル

国内顧客ネットワーク

海外顧客ネットワーク

パートナーバンク

サステナブル
ビジネス室

公的機関
（官公庁・国際機関）

情報交換・政策提言

官公庁、国際機関の動向・制度 等
環境・エネルギー分野やESG事例・動向
MUFGネットワークからの事例・動向 等

情報提供

ESGファイナンス、新たなスキーム開発
ファンド出資等の事業投資
MUFGソリューションの提供
赤道原則、環境・社会ポリシーフレーム
ワークに基づく強化デューディリジェンス 等

機能提供2

1

事例調査

情報収集･情報交換

情報提供

機能提供

1

2

MUFG国内外拠点
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 ESGファイナンスでは、2014年以降グリーンボンドが他に先行して発行額が増加。発行体の業種も
多様化し、2019年には通信、化学、海運事業者等もグリーンボンドを発行

 グリーンローン含めたESGローンについては、2019年に大きく伸長
 2020年は、コロナ禍の影響か、ソーシャル関連のファイナンスが増加傾向

Ⅱ-(1) ESGファイナンスの動向

（出所）Bloomberg New Energy Financeデータより弊行作成

世界のサステナブルデットの市場規模（十億ドル）

41 56 

108 

192 

253 

479 

421 

0

100

200

300

400

500

600

CY14 CY15 CY16 CY17 CY18 CY19 CY20 1-3Q
Green loan (labeled only) Sustainability-linked loan Green bond Social bond Sustainability bond Sustainability-linked bond



13Ⅱ-(2) ESGファイナンスの類型

 ESGファイナンスには、一定の基準に基づいた資金使途の認証を行う手法と、企業のESG取組みを
評価をする手法がある

 自社の検討する投資等に応じ、環境関連以外の資金使途の相談や、資金使途と企業のESG取
組みを評価するファイナンスの相談が増加

手法 対象 具体的な取組み

資金使途に着目
グリーン・ソーシャル・
サステナビリティボンド／
ローン

各種原則やガイドラインに基いたボンド／ローンの資金
使途確認

環境・社会への貢献度合いが高い資金使途ほど
評価が高い

［外部認証機関］
Sustainalytics、Vigeo Eiris、JCR1、R&I2他

企業のESG取組みに着目

金融機関等による評価を
組み合わせたボンド／ロー
ン

各金融機関で独自の評価枠組を構築
一定の評価以上で利用可能

サステナビリティ・リンク・
ローン、SDGsリンク債

 CSR戦略に沿う目標を設定し、達成状況に応じて
借入条件が変動

（注） 1. 株式会社日本格付研究所
2. 株式会社格付投資情報センター



14Ⅱ-(3) 企業のESG評価に基づく手法

 2019年3月策定の「サステナビリティ・リンク・ローン原則」は、借入人のCSR戦略に整合する目標
であるサステナビリティ・パフォーマンス・ターゲット（SPT）を設定。借入人のSPTのパフォーマンスと
借入条件を連動させ、環境・社会課題への取組みや持続可能な経済活動を支援する仕組み

 資金使途を特定のプロジェクトに制限する必要なく、調達の柔軟性が高いことが特徴

サステナビリティ・リンク・ローン原則の枠組み概要

CSR戦略との関係 借入人が設定するSPTが借入人の総合的な
CSR戦略と整合すること

目標設定 設定したSPTが、借入人の事業にとって野心的か
つ意義があり、持続可能性の改善に結び付くこと

目標の達成度合いによって借入条件が変動する
ことで、借入人の目標達成にインセンティブを
与えること

レポーティング  SPTに関する情報を定期的に公開または貸付人
へ報告すること

外部評価  サステナビリティ・パフォーマンス・ターゲット
（SPT）に関する外部評価を受けることを推奨

（出所）公表資料等より弊行作成 （出所）Bloomberg、Refinitiv LPCデータより弊行作成

世界の市場規模（十億ドル）

サステナビリティ・リンク・ローン原則

0 4 
46 

139 

0

50

100

150

CY16 CY17 CY18 CY19

日本の市場規模（百万ドル）

198 

1,179 

0

500

1,000

1,500

2,000

CY17 CY18 CY19



15Ⅱ-(3) 企業のESG評価に基づく手法

 2019年11月、日本郵船が本邦初となるサステナビリティ・リンク･ローンを組成
 2019年12月、豊田合成がタームローン契約で初めて組成
案件概要
借入人 日本郵船株式会社

アレンジャー 三菱UFJ銀行

契約形態 シンジケートローン方式コミットメントライ
ン契約

組成総額 500億円
契約締結日 2019年11月29日
期間／返済 5年／期日一括返済
資金使途 特定無し（通常の事業資金）
準拠指針 サステナビリティ・リンク・ローン原則

外部評価機関 日本格付研究所

SPT 当社のCDP1スコア（気候変動に係る
開示度スコア）での高ランクの維持

貸付人 三菱UFJ銀行、農林中央金庫、
みずほ銀行、三井住友銀行

（注） 1. CDPは、機関投資家が連携し企業に対して気候変動への戦略や具体的なCO2排出量に関する公表を求めるプロジェクトで、世界的に認知度も高いNGOの評価

案件概要
借入人 豊田合成株式会社

アレンジャー 三菱UFJ銀行

契約形態 シンジケーション方式タームローン契約

組成総額 50億円

契約締結日 2019年12月23日

期間／返済 4年／期日一括返済

資金使途 特定無し（通常の事業資金）

準拠指針 サステナビリティ・リンク・ローン原則

外部評価機関 日本格付研究所

SPT 二酸化炭素排出量及び廃棄物の
削減目標の達成

貸付人 三菱UFJ銀行、名古屋銀行、
肥後銀行、富山銀行、八十二銀行

サステナビリティ・リンク・ローンの事例（国内）

（出所）各社公表資料より弊行作成



16Ⅱ-(3) 企業のESG評価に基づく手法
ESG経営支援ローン

 ESG経営支援ローンは、融資検討時に行う通常の審査に加え、MUFGのESG評価を用いて、企業
のESGに対する取組みを評価した上で融資する商品（ESG評価型融資）

導
入
メ
リ
ッ
ト

外部評価を行うことによるESGに対する課題の把握
 MURCがお客様のESGの取組みが一定水準クリアしている事を認定（認定書を発行）
 ESG評価スコアリング結果を対外PRに活用（お客様、弊行のHPにて公表可）

商
品
の
ご
案
内

企業信用リスク評価等 融資実行弊行
担い手

商品申込

ヒ
ア
リ
ン
グ

フィードバック
ESG評価
の申込

MURC1

ESGの取組みを5段階で評価
Sランク 業界をリード
Aランク 特に進んでいる
B+ランク 進んでいる
B-ランク 十分
Cランク 必要最低限（対象外）

JCR（日本格付研究所）がスコアリング評定チェック

（注） 1. 三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社

ス
コ
ア
リ
ン
グ
評
定

最近の
事例

中堅企業での活用事例
自社の環境取組み・ESG経営の状況を販売先の大手企業などの取引先に示すことを目的に導入
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MUFGのサステナビリティへの取組み

ESGファイナンスの動向・取組み

ESGを取り巻く新潮流への対応

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ



18

企業に求められているアクション
～脱炭素に向けた長期ビジネス戦略・ビジョン・方向性の共有

III-(1) グリーン社会実現に向けたトランジション
～低炭素化への移行を支援するファイナンス

＜トランジションファイナンスに関する論点＞
① 脱炭素に到達する見通しと目指すレベル感（1.5℃目標・

2.0℃目標等）
② 2030年以降の技術導入ロードマップの有無と、同ロード
マップが「野心的」かの確認

③ 技術開発の優先順位の明確化と戦略の有無
④ 上記①～④の戦略を達成する中で、化石燃料を消費する
新規事業（トランジションプロジェクト）の必要性

菅政権では、成長戦略の柱に経済と環境の好循環を掲げて、
グリーン社会の実現に最大限注力してまいります。

わが国は、2050年までに、温室効果ガスの排出を全体としてゼロ
にする、すなわち2050年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現
を目指すことを、ここに宣言いたします。もはや、温暖化への対応は
経済成長の制約ではありません。

積極的に温暖化対策を行うことが、産業構造や経済社会の変革
をもたらし、大きな成長につながるという発想の転換が必要です。

鍵となるのは、次世代型太陽電池、カーボンリサイクルをはじめとし
た、革新的なイノベーションです。実用化を見据えた研究開発を加
速度的に促進します。

規制改革などの政策を総動員し、グリーン投資の更なる普及を進
めるとともに、脱炭素社会の実現に向けて、国と地方で検討を行う
新たな場を創設するなど、総力を挙げて取り組みます。

環境関連分野のデジタル化により、効率的、効果的にグリーン化を
進めていきます。世界のグリーン産業をけん引し、経済と環境の好
循環を作り出してまいります。

省エネルギーを徹底し、再生可能エネルギーを最大限導入するとと
もに、安全最優先で原子力政策を進めることで、安定的なエネル
ギー供給を確立します。

長年続けてきた石炭火力発電に対する政策を抜本的に転換しま
す。

菅首相の所信表明演説（2020年10月26日）
「グリーン社会の実現」分野についての発言抜粋

脱炭素社会の実現

トランジション
の領域

2020年

2030年

2040年

2050年
日本：ネットゼロ



19III-(2)新領域・イノベーションへの挑戦

 気候変動や人口減少等、社会課題解決を起点にどういう切り口があり得るかという発想で新領域
のテーマを検討

 グループ・グローバル知見を結集し、それらのテーマに対するソリューションを検討・提供

～社会課題解決を起点としたビジネスアイデアの創出

環
境

ソ
ー
シ
ャ
ル

持続可能な
まちづくり

実現したい世界

水素活用
（含むエネルギーキャリア）

CCUS・カーボンリサイクル

海洋プラ・マイクロプラ
脱プラ（新素材等）

分散型電源、蓄電池

MUFG／RE100関連
気候変動

循環型経済
（サーキュラーエコノミー）

脱炭素社会

リニア型経済の見直し

QOLの向上

ソリューション

インフラ維持、防災・防犯

ヘルスケア・医療、介護

教育・人材育成

社会課題 注目テーマ

人口減少

少子高齢化

都市集中
過疎化

ファイナンス

トランジションファイナンス
ESGファイナンスの拡大

ポジティブ・インパクト・ファイナンス

既存のソリューション

「AI・IoT・ロボット・5G」等を活用した「リモート」「オンライン」「分散化」「自動化・省人化」といったデジタルシフトは全体に影響

その他

インパクト評価・各種コンサル

ソーシャル・インパクト・ボンド
ベンチャー、スタートアップとの連携

デジタル活用（決済、情報銀行等）
グリーン預金

クラウドファンディング

GCF

インフラ老朽化
災害対策

［その他テーマ］
食糧問題（含む食品ロス）、貧困・飢餓、水問題、森林、生物多様性など

スマートシティ

3R・シェアリング・サブスク

グリーンインフラ

モビリティ

通信基盤整備（宇宙関連）

投資

ベンチャー・スタートアップ出資
・・・

ファンド出資
ファンド新設
事業投資

インパクト投資
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 社会課題解決を起点に、より中長期目線でビジネス機会を創出
 リスク・リターンに加え、環境・社会に与えるインパクトという考え方も重視

III-(2)新領域・イノベーションへの挑戦
～金融ビジネスに対する考え方の変革

環境・社会課題への関心の高まり

これから目指す姿

これまで

社会課題起点の
ビジネス機会創出

リスク・リターン＋
インパクトを重視

新たなテーマに
川上からアプローチ

顧客ニーズを起点とした
金融ソリューションの提供

短
期
か
ら
中
長
期
目
線
に
シ
フ
ト



21III-(2)新領域・イノベーションへの挑戦
～金融ビジネスに対するアプローチの変革

 確立された市場を中心と
した金融ソリューションの提
供

 研究開発や実証、事業構想段階から関与
 新たな分野での事業化や商用化の実現に向
け、課題に対するソリューションを提供

能動的アプローチ

研究
開発
FS

実証 商用
化

市場
拡大 研究開発・FS 実証段階 商用段階 市場拡大

これまで これから

［新事業のポイント］
 ニーズの多様化
 事業の複雑化
 環境・社会課題起点
 既存事業からの脱却
 デジタルとの融合

SDGs起点の新たな
事業支援が必要

事業構想段階での一般的な課題

マーケットシェアの確立

マネタイズモデルの検討

戦略の策定と実行

実証から商用化へのハードル

情報やネットワークの不足

能動的アプローチ（例）

MUFGグループの最適な
ソリューションの提供

国内外ネットワーク活用した
ビジネスマッチング

アドバイザー的役割
（調査、戦略立案支援）

インパクト起点の投融資の協議

官公庁とのネットワーク、
各種提言

 新領域は通常、ビジネス化に中長期を要するが、初期段階から業界に入り込み情報収集・ネット
ワーキング等を実施

 初期からの関与により、単にプロジェクトベースでの資金提供ではなく、領域全体のあらゆる金融・非
金融ビジネスの獲得を目指す
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 ビジネスシーズ・創出段階におけるお客様の課題・ニーズは多種多様
 ビジネスマッチング等、銀行で対応できるものも多々あるが、グループ各社・外部とも連携し、最適な
ソリューション提供を目指す

III-(2)新領域・イノベーションへの挑戦
～金融ビジネスに対するソリューションの変革

ミッシングピースの提供

 インパクト起点の投融資の協議
銀行 証券

VC信託

 顧客ネットワークの活用（ベンチャー～
大企業） 銀行 VC

 アドバイザー機能の提供（調査、
戦略立案支援） 銀行 コンサル

 官公庁とのネットワーク、各種提言 銀行 コンサル

 MUFGグループの最適なソリューションの
提供 各社

 国内外ネットワークを活用した
ビジネスマッチング 銀行 コンサル情報や

ネットワークの
不足

マネタイズ
モデルの検討

実証から
商用化への
ハードル

お客様の課題

マーケット
シェアの確立

事業パートナー
の発掘

戦略の策定と
実行

お客様の課題 MUFGのソリューション
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お客さまが置かれている環境を理解し、

その持続的な成長を後押しすることで、

お客さまとMUFGが共に成長を実現する
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ご清聴ありがとうございました。
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